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1.はじめに
地層処分における地質環境調査には，処分場の設計や安全評価に用いるための多岐にわたるデー
タ・情報を一環性と整合性をもって提供していくことが求められ，調査計画立案から，実施，調
査結果の評価といった作業を適切に進めることが必要である。地質環境調査は処分事業計画に沿
って段階的に進められ，この過程で，新たに取得されるデータ・情報を踏まえて柔軟に計画を更
新し，常に調査全体をその目的に照らして最適なものとしていくことが重要である。また，地質
環境調査に関わる上記作業においては，経験を積んだ多様な専門家のノウハウ・判断根拠が大き
な役割を果たす。こうしたノウハウ・判断根拠は，一般に専門家に暗黙知として蓄積されてお
り，これを有効に活用することが，地質環境調査に関わる作業を適切かつ効率的に進めるために
は不可欠といえる。地質環境調査によって得られたデータや情報が地層処分の長期安全性を論ず
るための基礎となることから，それらの信頼性を確かなものとするためには，こうしたノウハウ
や判断根拠が透明性と追跡性を持って示されることも重要である。このため長期にわたる処分事
業において，専門家の経験やノウハウ・判断根拠を可能な限り明示的に取り込みながら，これを
利用して地質環境調査を最適なものとしていくための技術の開発が必要となる。
以上のような観点から，日本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）では，地層処分を目的と
して段階的に進められる地質環境調査によって変化する情報の質や量，社会状況などに応じて，
調査計画の立案や実施を柔軟に支援するための「次世代型サイト特性調査情報統合システム（以
下，ISIS: Information Synthesis and Interpretation System）」の開発を進めている１）など。
2.システム開発の基本的考え方
ISISの開発においては，知識工学的手法を適用することを基本的考えとしている。このため，ま
ず地質環境調査の一連の作業を，①地質環境モデルの構築（別件報告(2)～(4)），②地質環境モ
デルに基づく調査計画の立案（別件報告(6)），③調査計画に基づく調査・調査結果の解析・評
価（別件報告(7),(8)）としてとらえ，これらの作業間の関係を明確にしたうえ，異なる分野の専
門家が常に情報を交換し調査の進展を確認することができるよう，コミュニケーションツールの
中で結合した。次に，こうした作業を支援するための知識として，これまで原子力機構も含め国
内外で地層処分の観点から実施された地質環境調査，あるいは他の産業分野における地質調査な
どにおけるノウハウ・判断根拠などの暗黙知を分析しこれを利用可能にするための表出化を行っ
た。原子力機構では２つの深地層の研究施設計画（岐阜県瑞浪市の超深地層研究所計画と北海道
幌延町の幌延深地層研究所計画）や沿岸域プロジェクト２）などを進めており，これらの経験に基づ
いて蓄積された様々なノウハウ・判断根拠を知識として有している。国内外の他の調査事例も含
め，こうしたノウハウ・判断根拠について，専門家へのインタビュー１）や文献調査に基づき分析
を行った。この際，特に実際に地質環境調査を支援するうえで参考となる調査実施時に遭遇した
予想外の問題やそれらへの対処に関する経験を抽出することにも留意した。
これらを基に得られた知識を可能な限りIF-THENの形式で表現したルールベースとして整理



し，IF-THEN形式では表現できないものの，地質環境調査で想定される種々の問題を解決する
うえで類似例として活用できるものについては事例ベースとして整備することとした。これらは
地質環境調査に関する一連の作業を支援するためのエキスパートシステムとして構築するために
用いた。このようなエキスパートシステムの構築にあたっては，上述した暗黙知の表出化に関す
る①知識獲得の困難さ，②知識の更新の困難さ，③既存システムとの統合の困難さ３）を克服する
ため，エキスパートシステム開発用インターフェイスを作成している（別件報告(5)）。
本研究は，平成19年度から当面5年間の計画であり，平成23年度頃には，様々な地質環境条件に
柔軟に対応可能な地質環境調査支援システムとして提示する予定である。
本研究は経済産業省委託事業「地質環境総合評価技術高度化開発」の成果の一部である。
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